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は じ め に
本論 は,現 代の計量経済学が もつ方法における諸前提の内容を明ちかにす
ると同時に,そ の諸前提をいくつかの視点か ら検討 したものである。その視
点 とは,な ぜそれ らが置かれたのか,現 実にそれ らが満たされているかどう
か,そ れらのもとで所期の目的が達成 されているのか,と いうものである。
'そのだめに,第1節 では∴現代の計量経済学が もつ基本的な方法を提示 し,
第・2節では,そ うした方法を基本とする現代の計量経済学の方法にお一ける諸
前提の内容を明らかに し,第3節 においてその諸前提を検討 した。
第1節 基本的な方法O;
本節では,計 量経済学の方法における基本的なものとして次の6っ を述べ
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ることにす る。 す なわ ち,1.モ デ ルの作成,2.誤 差項 に対す る仮定,3.最
小二乗 法 にタる パ 『・メ ータ(ρ雄定,4.深 定係数,5.パ ラメーgの 有 意 性検
定a最 小二乗法による予郷.zあ る・
1。 モデルの作成
あ る経 済変数Yが,別 の経済変数Xに 依存 して決定 され る と考 え られ る
とき,2変xとYの 関係を関数 関係
y=ノ(X)「(1-1)
で表現する。 この関数を最 ち単純な線形関数であると想定すれば,2変 数の
関係 は,
Y==α+βX(レ2)
と定 め られ る。 ここで,α とβは未知 の定数 であ り,パ ラメータと呼ばれる。
そ して,(1-2)式 によ って定 め られ た関係の妥 当性 を検証 したり,α,β の
値を求 め るにあた り,統 計学 の手法 を適用で きるよ うにす るため に,(1-2)
式の右辺 に誤差項 πを加えて
Y=α+βX+u(1-3)・'
とする。 これがモデルであり,2変 数の因果関係を表わしていると解釈 され
る。原因にあたる変数(X)の ことを説明変数 結果にあたる変数(y)の こ
とを被説明変数 と呼ぶ。
2.誤 差項に対する仮定
今,具 体的 に2変 数Xとyの データが年次データとして30年 分得 られ
ているとすれば,モ デル(1-3)式 は
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Y,=α+βX`+u,(t;1,2,…,30)(1-9)
と書 ける。 この場合,誤 差項u,はu,か らusoま で30個 存在 す ることに な る
が,'こ れ らの誤差項u,に 対 して,次 の5っ の仮定が置かれ る。
仮定1:誤 差項u,の 期待値E(u)は,tの 値 にかかわ らず ゼ ロで あ る。
仮定2:誤 差項utの 分散v(z4,)は,tの 値 にかかわ らず一 定値 σ2をとる。
仮定3:誤 差項u,は 互 いに相関 しない。 換言 す れば,u,とu、(t≠S)
の共分散Cov,(u,,us)は ゼ ロであ る。
仮定4:説 明変数 瓦 は所与 の定数で あり,誤 差項 πご・とは相 関 しな い。
仮定5:誤 差項u,は 正規分布 に従 う。
3.最 小二乗法 によるパラメータの推定
モデ ル(1-4)式 におけるパ ラメー タα とβを推 定 して,推 定値 が そ れぞ れ
α*と β*と 求 め られたとする。 その推定 値によ って定 め られ る被説 明変数 耳
の値 を
Ψ=α*+β*X. 、_:(1-5)
と書 くことにす ると,こ の値 と被説明変数 のデー タ};と の差
e、=Y-Y,*(1-6)
は残 差 と呼ばれ る。
この残差 はeか らe3。まで30個 存 在す るわ けで あ るが,こ れ ら残 差 を2
棄 して合計 した もの
　
Σ 彦ノ(以下,・本論では特に断わりのない限りΣ の添え字f=1
i=1と30を 省 略す ることにす る。)(1-7)
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が最小 になるよ うな推定値 を定 める方法 を最小二乗法 と言 う。
そ して,最 小二乗法 によって推定 され た値を最小二乗推定値 と呼ん で,d,
β と書 くことにす る(2)。
4.洗 定係数
最小二乗 法に よって定義 され る残差 は
・,一Y一(d+βX,)'(1-8)
とな る。 ここで,上 式右辺の第2項 をY,Y,.の 算術 平均値 をYと 書 くこと
にす る と,
Y=δ+ax .・ ・.(1-9)
一1
y〒 面 Σ 耳
、(1-10)
で あり∴ 耳 とら と γ・と.γ の間 に以下 の関係 が成立す る ことが証 明される。
Σ(Y-Y)2=Σ(Y一 ア)2+Eet(1-11)
この(1-11)式 の左辺 は,被 説明変数Yの30年 間の変動 を表 わ してお り,
右辺 の初項 は最 小二乗推定値 によっ.て定め られ るYの30年 間 の変動 を表 わ
して お り,右 辺 の第2項 は残差eの30年 間 の変動 を表 わ してい る。従 って,
(1-11)式 よ り,被 説明変数の変動 は,Yの 変動 と残 差e,の 変動 に分 割 され
ることがわかる。
このことを,被 説明変数の変動 は,モ デルを規定する関数 によって説明さ
れる部分 と説明されない部分に分割 されると解釈すると,説 明されない部分
にあたる(HP式 右辺9第2項 の値が小 さいほど・ このモデルの説明力は高
いと判 断される。
そこで,(1-ll)式 の両辺をΣ(Y,一Y)2で 割ることによって得 られる式
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1-E(YE(Y≡ 妾;;+Σ 譜 ア(1-12)
にお いて考 えれば,(1-12)式 右辺 の初項 の値 が大 きいほどモデルの説 明力 は
高 いと考え られ る。
この(1-12)式 右辺 の初項 を1～2と 書 いて,決 定係数 と定義 す ると,
だ 一蓋il≡Y)zY)2(1-13)
であ り,決 定係数R`は
.・≦R'≦1 .,,.(1-19).
を満たす ことか ら,決 定係数が1に 近 いほどモデルの説明力 は高 いと判断 さ
れ ることにな る。
5.パ ラメータの有意性検定
検定 とは,仮 説が誤 りで あるかど うかを調 べ る手続 きの ことであ る。 この
検定 とい う手続 きを用 いて,モ デルで規定 された因果 関係 を検証 す'ることが
で きる。 すなわち,「 説明変数X,は,被 説 明変数Yの 原因 と してふ さわ し
くない」 とい う仮説 が誤 りであ るか どうかを検定 によ っτ調べ るので ある。
そのために は,「 もしその仮説 が真 であ るな らば低 い確率 で しか起 こ らな
い こと」 を定 め,現 実 のデ ータか らその 「もしそa,仮 説がxで あるな らば低
い確 率で しか起 こ らな いこと」が起 きて いるかど うか を調 尺,も し起 きてい
るな らば,そ の ような低 い確率で しか起 こらない ことが起 きて しまったのは,
最初の設 定 「もしその仮説が真 であるな らば」 が間違 いであったとみな して,
仮説 は誤 りで あると結論す るとい う手順 を踏 む ことにな る。
さて,今 問題 とす る仮説 「説 明変数X`は,被 説明変数Y,の 原因 と してふ
さわ しくない」 は,パ ラメー タβを用 いて 「β=0」 とい う形 に書 き直 す ご
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とが できる。 なぜな ら,β=0で ある と き,モ デ ル(1-4)式 は,Y=a+u
とな り,こ の ことはテデルに 凡 が必要 ない ことを意 味す るか らであ る。
次 に,「 も しその仮説が真で あるな らば低 い確率で しか起 こ らない こと」
を定 ある ことにな る。 この 「低 い確率」 は有意 水準 と呼ばれ,通 常5%に 設
定 され る。 そ して,先 に置 かれ た誤 差項 πεに対 す る仮 定 に よ り,仮 説
「β=0」 の もとで,以 下 の確率変数(検 定統計量 と呼ばれ る)
t=(β 雪雲 『(H5)
28Σ(Xt-X)2
が 自由度28のt分 布 に従 うこ とを利用 して,「 もしその仮説が真 であ るな ら
ば低 い確率 で しか起 こらないこ と」(棄 却域 と呼ばれ る)は,
t≦ 一2.048,z≧2.04E(1-16)
と定 め られ る。
'
そ して,XとYの デー タを(1-15)式 に代 入 して,仮 説 「β=0」 の もと
での`の 値(t値 と呼 ばれ る)を 求 め,そ の値 が(1-16)式 で定 あ られ る領 域
に属 するかど うかを調べ,も し属 していれば,仮 説 「β=0」 は誤 りで あ る
とみな し,説 明変数X,は 被説 明変Yの 原 因 と してふ さわ しい と結 論 され
るこ とにな る。
6.最 小二乗法 による予測
ここでは,例 として 初 年における経済変数yの 値 を予測することを考える。
まず,こ れまで用いて きたモデル(1-4)式 が'=η において も成立 す る と
仮定す る。 すなわ ち,
Y=『 α+βX加+um(1-17)
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と仮定 する。
その上 で,(1-17)式 の右辺 を計算 す るにあた り,パ ラメー タ α と β は,
最小二乗推定値 δとβで代用 す る。 また,誤 差項 砺 の値 はゼ ロとす る。 最
後 に,説 明変数X㎜ の値 は予 測を実行 す る人 が与 え る。
こうして計 算 され る経済変数 鶏 の値 は,条 件付の予測値 ということになる。
第2節 諸前提の内容
第1節 で示された方法を基本とする現代の計量経済学 の方法は,1944年
に八一ヴェルモ(T,Haavelmo)が 発表 した論文 「計量経済学の確率的接
近法」(3)を基盤としていると言われる④。
そこで本節では,こ の論文に基づき,現 代の計量経済学の方法の背後にあ
る諸前提の内容を明 らかにすることにする。
ハーヴェルモは,確 率および確率変数の図式を経済データに対 して応用す
るために1っ の公理か ら出発する。その公理とは,「観察可能な変数のすべ
ての集合には,一 つの特殊な 「真の」,し か し未知の確率法則を仮設す る」(5)
というものである。
そ して,次 のような例を用いて,経 済データへの応用の仕方を説いている。
少々長 くなるが,前 掲論文より要約する(6)。
N人 の個人あるいはN個 の家族か らなる社会ないし集団において,あ る
与えられた商品 五 の消費の大きさと変動とを 「説明する」 ことを考え る。
そのような場合 「説明」の意味するところは,あ る他の測定可能な要因を引
き出 して,そ の要因の変動がおのおのの個人なり家族なりの消費行動に同じ
ような仕方で 「影響を及ぼす」ということである。
そのような要因 としては例えば商品 五 の価格,他 の商品の価格,個 人
(あるいは家族)の 所得,個 人の年齢などが考え られるが,こ こではそのよ
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うな要 因が全部 でn個 あ ると し,x,z2,…,zrで 表 わす こと にす る。 さ ら
に,所 定 の個人(あ るいは家 族)に 対 す る商品Aの 現 実 の消費 がyに よ っ
て与え られ るもの とす る。
今消費yと 要 因x,,コ じ2,…,x.の 測定値 が 「真 の」 値 で あ る とき,両 者 の
関係を
y*=f(x,,x2,…,zn)(2-1)
に よって 「説明 し」 うる もの と仮定す る。 た だ し,ガ は要 因 錫,鰯,…,π.
の値 を(2-1)式 に代入 す ることによ って求 め られ る値 であ る。
しか し各個人(あ るいは家族)の 消費yとy'の 差(〃 一y')は さま ざ まの'
要因 に依存 し,し か もそれ らの要 因 は各個人(あ るいは家族)に つ き時 の経
過 とともに異 な るのであ る。 そ こで この差を一 般的な ズ レCと して(2-1)式
を書 き換 え,
y=ア(x,∫2,・ ・。,x,)一1-s(2-2)
とする。
ここで変数 ∫のおのおのの固定 した数値集合に対 して,あ る与 えられた
確率分布を持つ確率変数 としてsを 表わすとき,我 々が今考えているのは,
仮説的な無限母集団の集合であり,そ の集合のおのおのは(2-1)式 の関数f
およびSの 分布の特性値によって完全に決定される。'
ところで我々が興味があるのは,個 人の行動ではなく,多 くの個人の全体
的または平均的な行動であるので,(2-2)式 を多 くの個人の全体的 または平
均的な行動を 「説明する」 ものとみなすならば,Sは 正規分布 に従 うと考え
るのが普通である。
以上のように経済データへの応用の仕方を示 したあとで,各 変数のデータ
と 「真の」値との差を考慮 して,八 一ヴェルモは次のように述べている(7)。
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π個の変数 τ重,あ,…,τ.の 「真 の」値 を属,妬,…,婦 とす るとき
プ「(x',x'z,…,x;);0(2-3)
とな るよ うな関数fが 存 在 す る とす れば,n個 の変 数 の デ ー タ(x,,x2,
…,z。)を(2-3)式 の左辺 に代入す るな らば,右 辺 にはあ る変数Sを 得 る。 そ
こで,(2-3)式 を
∫(x,x2,…,xr)=s(2-4)
と改めて,Sに 確率変数の一般的性質を与えるのである。
これが,八 一ヴェルモの言 う確率および確率変数の図式である。
この記述か らわかることは,ズ レと して登場する変数 ∫は説明変数 銑,
x;,…,x.の 関fの 値が被説明変数yの データに一致 しないことか ら生 じ
る誤差 と,説 明変数のデータが真の値に一致 しないことか ら生 じる誤差の2
っの意味を併せ持つ誤差であること,こ の誤差Sが 正規分布に従 う確率変数
であるとみなされていること,被 説明変数yは 説明変数の関数fと 誤差sに
よって完全に決定 されること,被 説明変数 〃も確率変数であり,被 説明変数
のデータは確率変数の実現値 とみなされること,以 上である。
従 って八一ヴェルモ自身が公理 として示 した 「観察可能な変数のすべての
集合には,一 つの特殊な 「真の」,し か し未知の確率法則を仮設する」 を吟
味すると,「観察可能な変数」として問題にされているのは被説明変数であ
り,「一つの特殊な 「真の」,し か し未知の確率法則」 は,誤 差sの 確率分布
に関す る法則から決定 されると解釈できる。
そこで我々は,現 代の計量経済学の方法 における公理を次の3つ の形に分
けて提示 したいと考える。
公理1:被 説明変数のデータは,説 明変数の関数の値によって近似される。
公理2:被 説明変数のデータは,仮 説的無限母集団からの無作為標本で
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ある。
公理3:被 説明変数のデータと説明変数の関数の値 との誤差は確率変数
である。
公理1は,現 代の計量経済学の方法の背景に経済学の理論があることを意
味 しており,第1節 で言えば(1-1)式 が近似的に成立することを意味する。
公理2は,現 代の計量経済学の方法の背景に推測統計学があることを意味
している。 この公理が意味することを第1節 の例を用いて表現すれば次のよ
うになる(8)。
30年 分の被説明変数Y,,Y,…,}三 〇は,同 一の分布に従 う互いに独立な確
率変数であり,得 られたデータは確率変数の実現値である。'
公理3は,現 代の計量経済学の方法の背景に数学があることを意味 してお
り,第1節 で言えば,モ デル(1-4)式 においてu,が 確率変数であることを意
味する。
以上のように公理を設定すると,八 一ヴェルモが公理 として示 した 「確率
法則」の具体的な中身は,確 率変数としての誤差の確率分布や特性値 として
定め られることになるが,こ れは第1節 で示された 「誤差項に対する仮定」
に相当する。本論では,こ の仮定は公理ではなく,以 上の公理に基づく仮定
として扱 うことにす る。
現実の計量経済学の方法においては,「誤差項に対する仮定」以外に もさ
まざまな仮定が置かれることになるが(9),本論では本節で示された公理1～
3と 前節で示された仮定1～5を 現代の計量経済学の方法における諸前提 と
みな し,次 節においてそれらの諸前提を検討 していくことにする。
第3節 諸前提の検討
本節では,公 理と仮定をそれぞれ個別に検討した後で,諸 前提全体を検討
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する ことにす る。
1.公 理につ いて
ではまず,こ れ らの公理 が置かれた理由につ いてハ ーヴェル モの考え をみ
てお きたい。
まず公理1に つ いて は,こ の公理 をお く明確 な理 由が述べ られていないが,
この公理 は経済理論 との関連 が深 い と考 え られ る。
経済理論 において関数 を用 い ることは歴 史的に見れば,数 理経 済学 の先駆
者 クールノー(A.A.Cournot)にまで遡 ることがで きよ うがGo),八 一 ヴェ
ルモに直接影響 を与 えたのは,ケ イ ンズ革 命であ ると考 え られ る(")。
ケイ ンズ革命 は,「 先進 資本主義諸国 にお ける国民所得 統計 の体 系 的収集
をうなが し,ま た同時 に,現 実経済 の観 測 と結 びついた 「実体 的な数 量」 の
間の諸関係 を取 り扱 う,マ ク ロ的 な経済理論 の急速 な発達 を もた らした」 わ
けで あるが,「 ここにお・いて は じあて,経 済理論 の取 り扱 う数量 に,現 実 経
済の観測 にもとつ く実体的裏づ けが与 え られ」,「また,現 実経済 の観 測値 の
変動 を,あ る程度 まで 「理論」 によ って説 明す ることが可 能 とな った」('2)と
言 え るか らで ある。
次 に,公 理2と 公理3が おかれた理 由については,.八 一 ヴェルモ 自身が次
の ように述べて いる。
まず第1に 「このよ うな図式 が観察 された現象 に応用 されて成功 した こと
を立証す る経験的事例 の記録 を多 く持 ってい る」㈹か らで あり,第2に 「こ
の よ うな図式 は他の近似的 な図式 よ りも一層展開が進 め られ て きた」(14)から
であ る。「
ところが,ソ ・一 ヴェル モは上 で述べ たよ うな 「成功例」 や 「展開」 が具体
的に どの ような もので あるか につ いて は直接言及 していない。
そ こで,「ここで はその 「成功例」 と 「展開」 につ いて推論 してみたい。
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公理3に あるよ うに誤差を確率変数 と して捉 え るよ うにな った の は,18
世紀中 頃以後 の ことであ ると言われ る㈲が,誤 差の確率分布 として期待値が
ゼ ロの正規分布 を仮定 して,最 小二乗法 により未知数 を求 ある方法 を初めて
提示 したの は,ガ ウス(K.F.Gauss)で あるG6)。
すなわ ち,ガ ウスは1809年 に発表 した論文 「円錐曲 線 で太 陽の まわ りを
回 る天体 の運動理論」(17)の中で,誤 差 △を
ψ(・1一 青 …p曜)(・ 一1)
なる確率密度関数をもつ確率変数であるとした。 これは,期 待値ゼロ,分 散
(1/2h2)の 正規分布を意味 しているが,そ の後ガウスの法則と呼ばれ るよう
になり㈹,誤 差分布に大 きな影響を与えることになった。
そして,こ のガウスの法則に従って,天 文学では天体の軌道決定や位置推
算が行われ,現 実に成功を収めてきた。
我 々は,こ の天文学における成功が,八 一ヴェルモの言 う 「成功例」の主
要なものであると考える㈹。ここで注目したいのは,こ の誤差法則がガウス
の前掲論文において,最 小二乗法と結び付けられたということである。この
ことは,第1節 で述べた仮定に大きな影響を与えていると考え られるが,そ
のことについては,仮 定を検討するときにまとめて考察 したい。
次に八一ヴェルモの言 う 「展開」について考えてみたい。結論から言えば,
これは1922年 に発表されたフィッシャー(R.A.Fisher)の 論文 「理論統
計学の数学的基礎」⑳を起源とすると言われる⑳推測統計学 における検定方
法を指 していると考えられ'る。
この推測統計学の根幹をなすのは,「現実のデータを仮説的無限母集団か
らの無作為標本 とみなす」 という考えであり㈲,こ の考えを前提にするとデー
タが確率変数の実現値であり,仮 説的無限母集団に関する情報 は確率変数の
特性値に現われると解釈される。そして,母 集団に関する仮説を標本である
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データを用 いて検証す るとい う検定 の方法が,ネ イマ ン(J.Neyman)と ピ
アソ ン(E.S.Pearson)に よる1928年 か ら1938年 までの共 同研究 によ っ
て体系化 されたのであ る(%)。
現に,八 一 ヴェルモ は前掲 論文の中で,ネ イマ ンと ピア ソンが発表 した検
定方法を もとに,1章 を割 いて検定 を論 じて いる。
ただ し公理2に よれば,被 説明変数 は互 いに独立 な確率変数 であるので,
得 られたデ ータ間 には相関が あって はな らない ことになるが,現 実 には相関
があ ると考え るのが 自然で ある。従 って公理2は 現実 には満 た されてい ると
は言 い難 い。
また,公 理3が 現実 に満 たされて いるかど うかは極 めてあいまいであ ると
考え られ る。
そ もそ も,公 理3に よって定 め られる確率変数 とい う概念 自体 は数学 の概
念であって,数 学 においては 「確率空間上 の可測関数」として定義 されている。・
確率空間 は対象 となる偶然現象 の結果全体 の集 ま り Ω と,確 率 の定義 さ
れてい る Ωの部分集合全体bと,bの 要素 に対 して0か ら1ま で の値 を対
応 させ る関数Pの3つ か ら成 る。
Bは 次 の3条 件 を満 たす Ω の部分集合 の集 ま りであ る。
(Bl)Ω ∈ β
(B.L)A∈ β ⇒A・ ∈B
ド 　
(B3)A,・42,A3… ∈E⇒ ∪ ・4κ∈B
k=1
ただ し,.4c={α ∈ Ω:α 隼A}で あ る。
またPは 次の3条 件 を満たすB上 に定義 された関数 であ る。
(P.1)任 意 のA∈bに 対 して,0≦P.(A)≦1
(P.2)P(Ω)=1
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(P.3)、4κ ∈E,塩 ∩A;=φ(k,iは 相異 なる自然数)
　 　
⇒P(u。4κ
κ=1)一EPk=1(乃 ・)
ただ し,φ は空集合である。
そして,確 率空間(Ω,B,F)上 の可測関数 とは,Ω 上 に定義 された実数
または ±。。の値をとる関数のうちで,任 意の実数 λに対 して,
{ω∈ Ω:∫(ω)〉 λ}∈ β
となるような関数∫のことである。
すると,今 考えている可測関数 としての誤差の定義域は Ω であることに
なるが,Ω を誤差の値を決定する要因か ら成る集合と解釈 しようとも,誤 差
のとり得る値か ら成 る集合であると解釈 しようとも,現 代の計量経済学にお
いて Ωがきちんと定義されていないことは事実である。従 って,定 義域は
不明である。
'他方
,値 域については,被 説明変数のデータと説明変数の関数の値との誤
差がとり得る値全体を指すことになるが,説 明変数の関数の中に未知のパ ラ
メータが含まれているために,誤 差の値も未知である。従って,値 域 も不明
である。
このように,こ の公理3は 定義域 と値域が不明であるような可測関数を取
り扱 っており,し かもその可測関数自体 も明らかではない。
さらに,被 説明変数のデータと説明変数の関数の値との誤差を定数である
とみなせば,こ の誤差は確率変数ではないと考えることも可能である。
以上のことからわかるように,公 理3が 現実に満たされているかどうかは
極めてあいまいなのである。
96(466)
現代の計量経済学の方法における諸前提の検討
2.仮 定 について
公理が置かれた理由を前項のように考えると,第1節 で述べた 「誤差項に
対する仮定」が置かれた理由は以下のように推論される。
ガウスが1809年 に誤差が(3-1)式 で示される正規分布に従 うことを提唱 し
てからまもなく,誤 差が正規分布に従うならば最小二乗法は尤度を最大にす
る推定方法であることが証明され(2s),誤差の処理方法として最小二乗法が重
要視 されることになった。
さらに,誤 差が小 さな根源誤差の和で表わされるな らば,誤 差の確率分布
は正規分布になることが証明され㈲,誤 差が正規分布に従うという仮定に理
論的根拠が与えられることになった。
こうした歴史を背景に誤差項に対する仮定が置かれたと考えられる。つま
り,ガ ウスの法則の影響を受けて,仮 定1と 仮定5が 置かれることになった
と考えられ,さ らに最小二乗法を推定方法として採用することを正当化する
ために残りの仮定が置かれることになったと考えられる。
以下では,そ のように考えられる根拠を明 らかにしたい。
推測統計学によれば,推 定量が満たすべき望ましい性質として不偏性や一
致性や効率性があげ られており,こ うした性質を満たす推定量をもたらす推
定方法は望ましいと判断される。
誤差項に対する仮定が満たされるとき,最 小二乗法によらてもた・らされる
推定量は,不 偏性 と一致性を満た し,任 意の線形不偏推定量の中で最 も分散
が小 さくなるという意味において効率性 も満たすことが証明されているので
ある。
ただし,逆 に仮定が満たされない場合には,最 小二乗推定量が不偏性や一
致性や効率性を満たさなくなり,こ のことは現代の計量経済学において,推
定方法として最小二乗法を採用する根拠が損なわれてしまうことになると解
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釈されている㈲。 このため計量経済学では,そ れぞれの仮定について,満 た
されない場合にどの性質が損なわれるのか,そ してその場合にそれを補 うよ
うな推定方法は一どのようなものであるべきかという研究が積み重ねられてき
た。 そこで,こ のあたりの事情をくわしくみておきたい。
今最小二乗推定量の例 として,モ デル(1-4)式 のパ ラメータβについての
最小二乗推定量 βを取り上げることにする。 まず,仮 定が満 たされ るとき
に最小二乗推定量 βが不偏性や一致性や効率性を満 たす ことを確認 してお
きたい。
不偏性とは,推 定量の期待値と真の値 とが等 しいという性質であり,β が
不偏性を満たす ことを式を用いて表現すれば,
E(β)=β(3-2)
となる。(3-2)式 が成立することは以下のようにして証明される。
まず,最 小二乗推定量 βと真の値βとの間には,
β=β+Σ ωμ1(3-3)
ただし,
妨 一Σ(1鴇 ・X一 驚 『 『(3一 ・)
とい う関係 が成 立 して いる(27)ので,(3-3)式 の両辺の期待値 を とる とl
E(β)=E(β)+E(Etutu,)
=β+Σ ω,E(u,)∵ 仮 定4に よ る。
=β ∵ 仮定1に よる。
が得 られ る。
次 に一致性 とは,デ ー タを た くさん集 めれば集 めるほど推定量 が真 の値 に
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近 い値 をとる確率 は1に 近 づ くとい う性質 で あ り,最 小二 乗推 定量 βが一
致性 を満たす ことを式 を用 いて表現すれ ば,
limP(1β.一 β1>ε);0(3-5)
n→OQ
とな る。 ただ し,π は標本 の大 きさ,す なわちデー タ数 であ り,β.は 大 きさ
ηの標本か ら得 られた最小二乗推定量 を表 わす。 また,ε は任意 の正 の実 数
である。
(3-5)式 が成立 す ることは以下 のよ うに して証明 され る(28。
まず,チ ェ ビシ ェフ(Chebyshev)の 不等式 よ り,最 小二乗 推定 量 βrと
任意 の正の実数 んに対 して,'
P{1β η一E(β η)1≧kV}≦1k'(・ 一・)
が成立する・ここで減 の鵬 値と騰 を計算 ておく畝 とβとの関係は
　 　
βη=β+
,;Lω μ ∫..(3-7)
た だ し,
カ
(XrX) 一 Σ 瓦
ω,=π 一,X一`=1(3-8)Σ(
XrX)2n
t=1
であ るので,
ね
E(Nn)=E(β)+E(Σ ωμ`)
'=1
め
=β+Σ ω,E(u,)∵ 仮定4に よる。
t=1
=β ∵ 仮 定1に よ る 。(3-9)
V(β.)=E{(Nn一 β)2}∵(3-9)式 に よ る 。
一E{(
,孝1ω,・,)2}∵(・ 一・)式による.
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=E(ω μ
、+ω,U,+…+ω 。π。)2
-E(ω ～π3+ω μ
1ω,π,+…+ω μ1ω 。π。+…+ω 鍔)
=ωIE(u;)+ω1ω β(π1π,)+…+ω1ω。E(π μ 。)+…
+ω βE(の
=ω 陀(u;)+…+ω3E(π2)∵ 仮 定3に よ る。
ほ
=Σ ωノE(u2r)
t置1
n
=σ2ΣW t∵ 仮 定2に よ る。
ごニ 　
プ皇儲鴇 「 ∵(熟轟
一儲 歪三劃
σ2=n『 ・(3-10)
Σ(XrX)2
`富1
とい う結果 を得 る。 この(3-9)式 と(3-10)式 を(3-E)式 に代入 す ると,層
P{1蘇 β1・
E(鴛 ソ}≦1k`(3-11)
ε=1
を得 る。 ところで,ん は任意 の正 の実数で あるので,
カ
ん=Σ(Xl二 又)2
'畠1
と お く と,(3-ll)式 は
'
P{1β 。一β1≧ 。}≦n1 一(3-12)
Σ(X、 一X)2
'=1
となる・そこで・(3一'2即 戸辺につし'z,r→..と すると・
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F{1β π一β1≧ σ}≦0(3-13)
が得 られ る㈹が,関 数Pの 値 は確率 であるので,負 にな ることはない。 よっ
て,・
P{1β π一β1≧ σ}=0(3-14)
が成立す る。 この ことは,(3-5)式 が成立す ることを示 す ものである。
最後 に,効 率性 を任意 の線形不偏推定量 の うちで分散が小 さいという意味
に解釈 し,最 小二乗推定量 βが任意 の線形 不偏 推 定量 の うちで最 も分散 が
小 さい ことを証 明する㈹。
パ ラメー タβの任意 の線 形推 定量 をβ'と 書 くことにす る。す なわち,
β'=Σc`}τ(3-15)
であ る。 ところで,
β'=Σc'(α+ax+π 、)'∵(1-4)式1ご よ'る。
=α Σc`† βΣc,X,+Σcμ,
であ るので,β'が 不偏性 を満たす には,・
.Ec,=O,Σ ・燕 一1 ._.(3二!6)
でな けれ ばな らない。 ここで,Σoμ`に ついては,そ の期待値が
左(Σoμ,)=Σc`E(π ρ=0∵ 仮 定1に よる。.
となることか ら,(3-16)に 付 け加 える必要 がないのであ る。
さて,c、 が条件(3-16)を 満 たす とき,β'の 分散 を計算 す ると,
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V(β ノ)=Σc`2y(Y)
=Σc
`2yF(α+βX`+u')・.・(1-4)弐 に よ る。
=Σc
,2γ(u,).∵ 仮 定4に よ る 。
=σ2Σo,2∵ 仮 定2に よ る 。
一Q`〔Σ[・一
Σ(1轟]2+Σ(x}一 才ソ〕
となるが⑳,こ れが最小 となるためには,す べての`に つ いて
_(XrX)c
ド Σ(X
,一X)2.、 ・
とな らね ばな らない。 このと き,(3-15)式 よ り
β'一響壽豊)昇 』
一β+雑 書 豊
となる(31)が,これは(3-3)お よび(3-4)式 よ り,b'が 最小二乗推定量である
ことを意味する。
以上の証明によって明らかなように,仮 定1～4は 最小二乗推定量が不偏
性や一致性や効率性を満たすために必要なのである。なお,仮 定5は 以上の
証明には登場 していないが,先 に述べたように,最 小二乗法が尤度を最大に
する推定方法であることを保証することによって,推 定が法として最小二乗
法を採用することが望ましいことを示唆 している。
ところで,仮 定2～4に ついてはすでにこれまでの研究によって,満 たさ
れない場合についての推定特性への悪影響やその対策力朝 らかにされ,計 量
経済学の教科書にも載 っている。そこで,こ こでは仮定1に ついて検討 して
おきたい。
仮定1が 満たされないとき,少 なくとも1っ のiに おいて,uの 期待値 は
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0で はな いことにな る。 そこで,今u,の 期待 値 が1で,残 りの π,(t≠1)
の期待 値 は0で あると しよう。 この とき,(3-3)式 の両辺 の期待値 を とると,
E(β)=E(β)+E(Σ ωμ,)
;β+Σ ω`E(π ρ ∵ 仮定4に よ る。
=β+ω 1
とな るので,最 小二乗推 定量 は不 偏性 を満た さな くなることがわか る。従 っ
て,任 意の線形 不偏推定量の中で分散 が小 さいとい う意味 での効率性 を満 た
す とは言 えな くな る。
また,一 致性 につ いて は,β.の 期待値が
E(β 。)=β+ω1∵(3-7)式 によるOI
.β+ n(X,一X)∵(3-8)式 によ る。(3.17)
Σ(X、 一X)2
`=1
と な り,分 散 が,
V(β 。)=E{(β 。一β一 ω1)2}・ ∵(3-17)式 に よ る。
カ
=E[{(Σ ωμ
`)一w}2]∵(3-7)式 に よ る 。
`=1
れ ね
=E{(Σ ωμ`)2-2W,Σ ωμ`十w;1
.`=1't=玉
ね カ
=E{(Σ ωμ,)2}一2WΣ ω,E(u,)+sw,
'=1`=1
=E{(Σ ωμ,)2}一W;
'=1
=aσ 一 一W;.∵(3-10)式 に よ る 。
Σ(X`一X)2
`=1
ね
σ2一{(X,一X)2/Σ(X、 一X)2}
=一 一 一 一 一 一一 ヒ⊥ ニ ー 一 一一 ∵(3-8)式 に よ る 。』
Σ(瓦 一)ζ)2
`=1(3-18)
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とな るので,(3-17)お よび(3-18)式 を(3-6)に 代入 す ると,
十 色蒜 ≧・み{(x蒜 響}}
1≦
戸(3-19)
を得 る。 さ らに,上 式 において
カ
ん=Σ(.xレ ーX)2
'=1
と お く と,
F[一Xl-X『β。一β一 。一Σ(
X,一x'
`=1)`≧02一{(聯 躯 司
≦n1 .'(3.2。)Σ(
X,一X)2
`=1
とな る。 そ こで,(3-20)式 の両 辺 につ いて,r→ 。。とす ると,
P[1β η一β一〇1≧oz一(「]≦0(3-21)
参得 られ るが,関 数Pの 値 は確率で あるので,負 にtdる こと はな い。 よ っ
て,
P{1β η一β1≧ σ}=09(3-22)
が成立する。従って,仮 定1が 満たされていない場合でも,最 小二乗推定量
の一致性 は満たされることがわかる。
以上のような検討を見てくると,そ もそも不偏性や一致性や効率性が推定
方法の評価基準 として本当に望 ましいのか,さ らにそもそも最小二乗法は推
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定方法 として本当に望 ましいのかという問題が未検討のままであったことに
気づ く。
これまでにくわしく見てきたように,不 偏性や一致性や効率性は,推 定値
が真の値に近いかどうかを表現 しているのではなく,推 定量が真の値に近い
かどうかを表現 しているのである。 ここで推定量 とは,推 定値を1つ の実現
値として含むような確率変数のことであるから,こ うした推定特性について
の議論の前提 として,公 理3が 成立 していることが必要である。
ところが,前 項で見たように,公 理3が 現実に満たされているかどうかは
極めてあいまいであるので,こ うした公理に基づ く議論を現実の推定値にあ
てはめることには問題があると言わざるを得ない。すなわち,推 定量の期待
値や分散は,公 理3で 定められる誤差の期待値や分散から定められるわけで
あるが,こ れ らは,誤 差の分布関数を微分 した確率密度関数によって定義 さ
れている。
ところで,誤 差を確率空間(Ω,B,P)上 の可測関数tと 表現すれば,分
布関数Fは,任 意の実数aに 対 して,
F(λ)=P{ω ∈ Ω:ア(ω)≦ λ}
と表わされるので,現 代の計量経済学において確率空間がきちんと定義され
ていない以上,分 布関数も明 らかではない。
従 って,仮 定された誤差の期待値や分散の値が真である保証はな く,そ れ
から定め られた推定量の期待値や分散の値も真である保証 はないのである。
本来,推 定方法の評価基準とは,そ の推定方法によって得 られる推定値が
真の値に近いかどうかということであるはずである。 ところが,こ こでの真
の値 とは,モ デルを作成するにあたって想定 された説明変数の関数 における
未知の定数(第1節 で言えば,(1-2)式 におけるα とβの こと。)の 値や誤
差項の確率分布のパラメータの値を指 しており,い ずれもその存在その もの
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が,想 定 と公理 によって定められている。そこで推定値が真の値に近いかど
うかは調べようがないのである。
従 って,不 偏性や一致性や効率性は,推 定方法の評価基準として現実には
ふ さわ しい ものとは言えないなが らも,公 理との一貫性を持たせる意味で利
用 されていると考え られる。
さらに,最 小二乗法が望ましい推定方法であるかどうかという点について
は,不 偏性や一致性や効率性を満たすかどうかという基準で評価するのでは
なく,そ の推定方法によって得 られる推定値が真の値に近いかどうか という
基準で本来は評価すべ きであると考え られる。
しか しながら,上 で論 じたように,推 定値が真の値に近いかどうかを調べ
ることがで きない以上,こ の評価基準では望ましい推定方法であるかどうか
について何 も言 うことができない。そして,そ れは最小二乗法に限らず,あ
らゆる推定方法について言えることなのである。
従って,推 定方法 として最小二乗法が用いられる根拠は,公 理のもとで不
偏性や一致性や効率性が満たされるということにあるのではな く,ガ ウスの
前掲論文が発表 されて以来,最 小二乗法を用いて誤差をうまく処理すること
ができたという 「成功例」があることと,誤 差が正規分布に従うならば最小
二乗法 は尤度を最大にする推定方法であるという証明がなされたことの2っ
を根拠 としていると考え られるのである。
他方,計 量経済学の方法において用いられる推定方法は,公 理体系のもと
で矛盾な く用いることができなければならない。そのためには,そ の推定方
法によって もたらされる推定量が不偏性や一致性や効率性を満たすことが望
ましいと考えられる。
我々は,以 上のことから仮定1～5が 置かれることになったと考えるもの
である。
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3.諸 前提 について
これまでの検討において,公 理や仮定が現実に満たされているかどうかを
問題に したが,こ うした諸前提においては,そ れらが現実に満たされている
かどうかということよりもむ しろ,そ の諸前提のもとで所期の目的が十分に
達成 されているかどうかということがより重要であると考えられる。
例えば,天 文学では天体の軌道決定や位置推算という目的を達成するにあ
たり,あ らゆる天体を包含する天球という想像上の球を前提する㈹。この前
提が非現実的であることは明 らかであるが,そ のこと自体は問題ではなく,
その前提によって目的が十分に達成 されているもとでは良好な前提であると
認められるのである。
ところで,計 量経済学において達成すべき目的とは,経 済理論の検証と経
済予測であると考えられる。そこでまず,経 済理論の検証という目的が達成
されているかどうかを考えてみたい。
現代の計量経済学の方法においては,こ の目的を達成するにあたり検定が
用いられているわけであるが,こ の検定では第1節 でも示 したように,棄 却
域を定めることが必要である。そしてこのために検定統計量と呼ばれる確率
変数が利用されている0
ということは,こ の確率変数についての確率分布や特性値が真であること
を前提として検定がなされていることになる。逆に言えば,こ の確率変数に
ついての確率分布や特性値が偽であるならば検定は無効 となり,経 済理論の
検証という目的が達成されないことになる。
八一ヴェルモの前掲論文においては,公 理 として 「一つの特殊な 「真の」,
しか し未知の確率法則を仮設する」ことが提示 されており,検 定に利用 され
る確率変数の確率分布や特性値が真であることを公理 として保証しているが,
この公理自体が真であるかどうかについては,「確率と確率分布の厳密 な概
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念はわれわれの合理的な意識のなかに 「宿る」に過ぎず」㈹ と述べて議論を
避けている。 しか しなが ら,こ の議論を避けて通 ることはできないと我々は
考える。
つまり,棄 却域の設定に利用される確率変数の確率分布や特性値は,公 理
3で 定義 される誤差の確率分布や特性値によって定め られるので,経 済理論
の検証 という目的を達成するためには,こ の誤差の確率分布や特性値が真で
あることが必要である。そしてこれは公理3と 「誤差項に対する仮定」が真
であるかどうかという問題に帰着するのである。
これまで論 じてきたように,公 理3に おいて定められる確率変数の基盤と
なる確率空間はきちんと定義されておらず,こ の確率空間上の可測関数の値
域すなわち確率変数の実現値は不明であった。 また,確 率変数の分布関数が
明らかではないので,分 布関数から期待値や分散を導出することができない
のであった。
ところで,計 量経済学においては,仮 定が現実に満たされているかどうか
を判断するにあたり,や はり検定が用いられてきたのであるが,検 定におい
ては,第1種 の誤 りや第2種 の誤りとして知 られるように,検 定仮説が真で
あるかどうかを厳密に結論づけることはできない。 さらに,こ うした仮定は
公理3が 真であるときに初めて意味を もっことを確認 しておきたい。公理3
が偽であれば誤差は定数であるので,誤 差の期待値はその定数 自身,誤 差の
分散はゼロと決まってしまい,誤 差の確率分布は,そ の定数値が実現する確
率が100%と いうことになる。 これでは棄却域を設定することは不可能である。
以上からわかることは,現 代の計量経済学における検定は,誤 差が確率変
数であり,か っ棄却域の設定に利用される誤差の確率分布や特性値が真であ
コ コ 　
ると信 じて行われているというのが実状であり,科 学的な方法であるとは言
い難いということである。
従 って,諸 前提のもとで経済理論の検証という目的が達成されているとは
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言えないというのが我々の結論である。
次に,将 来の値を予想するという意味での経済予測という目的が達成され
ているかどうかを考えてみたい。
八一ヴェルモの前掲論文が発表されて以来半世紀以上が経過 したわけであ
るが,我 々の知る限 り,こ れまでの研究成果か らはこの目的の達成に成功 し
たとは言い難い状況にあると言わねばならない。
予測値の計算において,い わゆる予測誤差が生 じてしまう理由を考えてみ
ると,第1節 で示された予測方法に直接関連するものとして,以 下の4点 が
挙げられる㈹。
(1;予 測の手段となる方程式はデータに基づいて推定されたものであって,
パラメータの推定値は標本誤差を含んでいる。つまり第1節 に則 して言
えば,(1-17)式 のパ ラメータαとβの推定値 が真の値 とは異な る可能
性があるということである。
② 予測の手段となる方程式は平均関係を示 したものであって,被 説明変
数の個々の値はいわゆる誤差を伴 っている。予測される被説明変数 も同
様に誤差を伴 うのであるσつまり,第1節 に則 して言えばう(H7)式 の
誤差項 鰯 の値はゼロでない可能性があるということである。
(3}経 済変数間の関係構造の変化によってパラメータであるα とβ自身
『の値が変化する可能性がある。つまり,第1節 に則 して言えば,(1-17)
式に用いられている関数
f(X,)ニ α+βX`
は,む しろ
f(X,)=a+ax,
となる可能性を持 っているということである。
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(4)与 件 として与え られる説明変数の数値が予定されたとおり実現 しない
可能性がある。つまり,第1節 に則 して言えば,(H7)式 のXπ の値が
現実に将来実現する値とは異なる可能性があるということである。
こうした理由に加えて,我 々は2つ の理由を追加 し'ておきたい。
1っ は,デ ータを正確に測定することが困難であるということである(36)。
そもそも経済データは時代や地域を超えて明確で一切の誤解を生 まないよう
な定義づけを行 うことが困難である。それは,経 済学が研究対象 とする経済
現象とは何かという根本的な問いに対する解答が明確な一致を見ていないこ
とにも由卒する。
また,'経 済データの測定にあたっては,す べての個人や企業を調査すると
いう全数調査よりも,一 部の個人や企業を調査 して全体を推 し測るという標
本調査が一般的である。そしてここに用いられるのが,「 標本 は母集団か ら
無作為に抽出されたものである」という前提に立つ推測統計学である。標本
誤差に確率変数の考えを導入することで,区 間推定の手法か らデータの信頼
度を示すことはできて も,そ れは真の値 に近 いことを意味す るものではな
い⑳。結局のところ全数調査でないことか ら生 じる誤差をゼロにすることは
できないのである。
さらに,経 済データの測定においては,調 査を受ける側が,意 図的か否か
にかかわらず,正 確な値を報告することが困難な場合があることは指摘され
ているところである㈹。
さて,予 測誤差が生 じる理由として我々が考えるもう1っ の理由とは,こ
れまで本論で述べてきた諸前提が経済予測にとってふさわ しいものとは言え
ない可能性があるということである。
例えば予測において成功の実績を持ち,現 代の計量経済学の方法にも影響
を与えていると考えられる天文学では,予 測の前提にある理論が,ニ ュー ト
ンの万有引力の法則とケプラーの第1～3法 則であると考えられる(39)が,こ
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れらの理論は十分に検証 され,法 則にまで高め られている。
それに対 して,経 済予測の前提にある経済理論は公理 としての位置にとど
まり,依 然 として十分に検証 されているとは言えない。 しかも検証するため
の計量経済学の方法については先に検討 したような状況にある。 そして何よ
りも予測誤差が発生するという 「経験的事実」があるのである。
《注 》
(1)こ の節 の執 筆 に 際 して は,以 下 の 文 献 を 参 考 に した 。
原 田桂 一 郎 『計量 経 済 分 析 の 方 法 』 学 文 社,1994年 。
伴 金 美 ・中 村二 朗 ・跡 田 直 澄 『エ コ ノ メ ト リ ック ス』 有 斐 閣,1994年 。
J・ ジ ョ ン ス トン(竹 内 啓 他 訳)『 計 量 経 済 学 の方 法 全 訂 版 』 上 巻,東 洋 経
済 新報 社,1987年 。
(2)最 小 二 乗 推 定 値 は,(1-6)式 で 定 め られ た残 差E、 の2乗 和 Σ(e2)を 最 小 に す
るよ うに α と β を 定 め る こ と に よ り求 め られ た。
このe,の2乗 和(こ れ をSと お く。)を 最 小 に す るよ うに α とβ を 定 め る た
め に は,Sをa'で 偏微 分 して ゼ ロ とな るよ うなa'を 求 め,さ らにSを β*で
偏微 分 して ゼ ロ とな る よ うな β寧を求 め れ ば よ く,記 号 を用 いて 言 い替 え れ ば,
(∂S/∂a');0,(∂S/∂ β*)=0
を 満 た す よ う な が と β*を 求 め る こと に な る。
S=ECY-a'一 β*Xρ2
で あ っ た ので,(∂S/∂ αつ=0と い う式 に代 入 す る と,
∂Σ(Y-a'一 β串X})2/∂α牢=0
{∂Σ(Y,一 α宰一β宰X`)2/∂(Y-a'一 β*Xf)}{∂(Y一 α亭一β窄X、)/∂a"}篇0
2Σ07一 α*一 β申XP×(一1)=0
∴ Σ(Y-a'一 β串瓦)=0(注2-1)
次 に,(∂S/∂ βつ=0に 代 入 す る と,同 様 に して,
Σ{(Y一 α*一β寧)QX、}篇0(注2-2)
を得 る。
そ こで,(注2一])と(注2-2)をa'とβ*の 連 立 方 程 式 と み な し て,α*と β*
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に つ い て 解 く と,途 中 の計 算 は省 略 す るが,次 の よ う に な る。
層
a`(=α)={ΣXノ ΣY一 Σ 」葛 Σ 瓦}り/{30EX,2一(EX,)2}
(注2-3)
β*(… β)={30ΣXl}7一 Σ 瓦 ΣY}/{30Σ 瓦2一(EX)2}(注2-4)
す る と,今 最 小 二 乗 法 に よ って求 め られ た β と真 の.値 β と の 関 係 は,以 下
の よ う に導 か れ る。
(注2-4)の 右 辺 の分 子 と分 母 を,そ れ ぞ れ30の2乗 で割 って,さ らに
X=(ΣXρ/30,y=(Σ}7)イ30(注2-5)
とお い て 整 理 す る と,
β 一 Σ(X,一X)Y/E(X,一X)2(注2-E)
が 成 立 す る。 こ こで,Y,は 確 率 変 数 で あ る が,X,は 確 率 変 数 で は な い と仮 定
して い た の で,X,に 関す る項 を ま と め て,
w=(X,一X)/Σ(瓦 一X)2(注2-7)
と書 く こ とに す る と,
β=Σ ω`耳(注2-8)
と い う簡 単 な形 に な る。
と こ ろで,ω,は 次 の よ うな性 質 が あ る。
Σ ω、=Σ(X,一X)/Σ(Xrズ)2=0∵ 分 子 は偏 差 の合 計 。
Σ 。陥 Σ(㌃ 融/Σ(X,一X)・(注2-9)
=Σ(X `一X)(x-x十X)/Σ(X,一X)2
={Σ(X ,一X)2+Σ(X,一x)X}/Σ(X,一X)2
={Σ(X ,一X)2十.文 Σ(XrX)}/Σ(X、 一X)2
=E(X-X)2/Σ(X-X)2∵ 偏 差 の合 計 は0。
=1(注2-10)
この結 果 を踏 ま え て,(注2-8)の 右 辺 を変 形 す る と,
Σ ω,}7=Σ ω¢(α+βx,+u,)
≦ αΣ ωご+β Σ ωρXf+Σ ωμ、
=Q×0+β ×1+Σ ωμ
∫ ∵(注2-9),(注2-10)に よ る。
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=β+Σ ωμ`(注2-11)
と な る の で,(注2-f)と(注2-1])より
β=β+Σ ωμ`(注2-12)
が 成 り立 つ 。
(3)T.Haavelmo,"TheProbabilityApproachinEconometrics",inSupple
彿gη'`oEcoηoηzθ 師cα,voLl2,(Chicago:TheEconometricSociety,1944).
翻 訳 は,(山 田勇 訳 編)『 計 量 経 済 学 の確 率 的 接 近 法 』 岩 波 書 店,1955年 で
あ る。
(4)近 昭 夫 『統 計 的 経 済 学 研 究一 計 量 経 済 学 の 成 立 過 程 とそ の基本 問題 ¶ 』
梓 出版 社,1988年,274～276ペー ジを 参 考 に した 。,
(5)前 掲 『計 量 経 済 学 の確 率 的接 近 法』65ペ ー ジ。
(6)・ 同 上,66～69ペ ー ジを要 約 した。
(7)同 上,73～75ペ ー ジを要 約 した。
(8)北 川 敏 男 「統 計 学 の認 識 』 白揚 社,1952年,320ペ ー ジを参 考 に した。』.
(9)例 え ば,次 の よ うな仮 定 が 置 か れ る。
説 明 変 数 の 関fは,パ ラメ ー タに関 して1次 で あ る。
被 説 明 変 数 は η次 元 同 時確 率 分 布 に従 う。 た だ し,π は標 本 の大 き さで あ る。
説 明 変数 の 関 数 ノは,時 間 に関 して 不 変 で あ る。
完 全 な多 重 共線 性 は存 在 しな い 。
ね
n→ ∞ の と きに Σ(x-x)2→ 。。 とな る。 た だ し,rは 標 本 の 大 き さ で
'=1
ある。
(10)二 階堂副包 「数理経済学1」 『経済学大辞典(第2版)』3巻,東 洋経済新報
社,1993年,660ペ ージを参考にした。
(11)竹 内靖雄 「経済学方法論史」『経済学大辞典(第2版)』3巻,東 洋経済新報
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